別記様式第２号（第６条関係）
東広島市物価高騰対応チャレンジ事業計画書

１　申請者の概要
	氏名又は名称
	

	代表者の
役職及び氏名
	

	所在地
	（〒　　　－          ）
東広島市

	業種
	

	資本金
	
	従業員数
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


２　計画の内容
	（１）現在の事業内容、経営状況


	（２）物価高騰の影響について


	（３）取組区分及び取り組み内容
【取組区分】※該当に☑してください。（複数選択可）
□省エネ投資　□効率化・高収益化　□新商品・新サービス開発　□事業拡大・販路拡大

	【取り組み内容】（選択した区分ごとに記入してください）

	省エネ投資
	

	効率化・高収益化
	

	新商品・新サービス開発
	

	事業拡大・販路開拓
	

	（４）今回の取り組みがもたらす効果（見込み）



３　支出経費明細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	取組区分
	費目
	内容
	対象経費（税抜）

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	対象経費合計(A)
	円

	補助金申請額(B)　※千円未満切捨て
□通常枠　
対象経費合計(A)×２／３（上限額100万円）
□パートナーシップ構築宣言・賃上げ応援枠
　対象経費合計(A)×３／４（上限額120万円）
	円


※必要に応じて行を追加してください。
※取組区分及び費目は下記一覧から選択してください。

◆取組区分及び費目一覧
	取組区分
	費目

	①省エネ投資
	機械器具費、施設改修費、システム導入費、指導・調査費

	②効率化・高収益化
	機械器具費、施設改修費、システム導入費、指導・調査費

	③新商品・新サービス開発
	調査・指導費、機械器具費、原材料費、技術指導費、委託費、広告宣伝費、産業財産権導入費、会場費

	④事業拡大・販路開拓
	調査・指導費、会場整備費、保険料、ウェブサイト関連費、機械器具費、広告宣伝費、会場費


４　パートナーシップ構築宣言・賃上げ応援枠の適用　※該当者のみ記入
□　パートナーシップ構築宣言
　　　令和　　年　　月に　実施済み・実施予定

□　賃上げ（増額改定）の実施
	労働者氏名又は雇用形態（正社員、パート等）
	引き上げ前の賃金単価(円/時間）
	引き上げ（予定）年月
	引き上げ後の賃金単価(円/時間）
《引き上げ額》
	備考（単価算出根拠等を記載）

	
	
	
	
	


※常時雇用する従業員で最も低い賃金単価を30円以上引き上げる必要があります。
※個人事業主本人及び専従者は常時雇用する従業員に含めません。
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
※申請支援機関記入欄
□事業計画書の内容を確認しました。

	受付日
	
	連絡先
	

	申請支援機関名
	
	担当者
	


